平成29年度
高吾北地域（仁淀川町・越知町）森林資源量解析委託業務
特　記　仕　様　書
平成２９年１０月
（高吾北地域）
高知県仁淀川町産業建設課
高知県越知町建設課
第１章　総　則
第１条（適用範囲）
本仕様書は、高吾北地域（仁淀川町・越知町）（以下、「発注者」という。）が実施する「平成29年度高吾北地域（仁淀川町・越知町）森林資源量解析委託業務」（以下、「本業務」という。）に適用するものである。
第２条（目的）
仁淀川町、越知町及び佐川町からなる高吾北地域では、これまでの町単位の森林管理を取り払い、行政区域を越えた計画的かつ安定的な原木増産体制の確立、効果的な原木供給・流通管理体制により林業・木材産業の成長産業化の実現を図るため、林野庁の平成29年度林業成長産業化創出モデル事業に提案し、採択を受けました。
特に、町内の新たな需要に対応し、安定的な事業量の確保や皆伐後の森林再生を的確に進めていくためには、中長期的な原木生産・再生計画を策定する必要があり、効率的な木材生産ができるエリアを特定するなど、生産性の向上を目指した森林施業の展開が望まれます。
これらの施策を有効かつ効率的に推進するためには、森林クラウドシステムの構築、具体的には、森林資源や森林所有者、施業の経歴や路網の状況等、地域における森林に関する基礎データ、並びにこれらを取扱うためのシステム整備を行い、更なる森林整備・林業振興を目指した森林管理の効率化・高度化を実現する必要があります。
本業務では、仁淀川町と越知町において、平成29年度林業成長産業化地域創出モデル事業を活用し、今後のシステム構築に必要な森林資源量の解析を行うことを目的とする。
第３条（準拠する法令など）
本業務は、本仕様書によるほか、次に掲げる関係法規等に準拠し、業務を実施するものとする。
（１）森林法及び施行規則
（２）地理空間情報活用推進基本法
（３）測量法及び施行令、施行規則
（４）林野庁測定規程
（５）国土調査法
（６）農林水産省令
（７）仁淀川町公共測量作業規程
（８）越知町公共測量作業規程
（９）林野庁「林地台帳及び地図整備マニュアル」
（10）林野庁「林地台帳運用マニュアル」
（11）仁淀川町財務規則
（12）越知町財務規則
（13）仁淀川町個人情報保護条例及び施行規則
（14）越知町個人情報保護条例及び施行規則
（15）その他関係法令、通達、基準など
第４条（疑義）
本業務の実施に当たり、本仕様書に明示なき事項及び疑義が生じた場合には、発注者と本業務の受託者（以下、「受注者」という。）双方で協議を実施し、発注者の指示を受けるものとする。
第５条（守秘義務）
本業務において受注者は、業務上知り得た情報を、発注者の承認を得ずに他へ漏らしてはならない。また、発注者の情報資産の安全性を確保し、個人情報の漏洩が起きないよう情報管理責任を負うものとし、今後LGWAN-ASPによる森林クラウドサービスを予定しているため、受注者は（１）の事業者であるとともに、森林所有者情報などの非常に秘匿性の高い情報を扱うことになるため、（２）～（３）の承認・認証を全社・全部門において取得している者でなければならない。
また、作業拠点には、個人情報保護士が配置しているものとする。
（１）地方公共団体情報システム機構（J-LIS）においてLGWAN-ASPサービス・アプリケーション及びコンテンツサービス・地理情報共有として登録されているサービスの提供者
（２）情報システムセキュリティ管理適合性評価制度による公的外部機関の承認
　　　JISQ27001（ISMS：情報セキュリティマネジメントシステム）
（３）（一財）日本情報経済社会推進協会「個人情報保護マネジメントシステム－要求事項」による認証JISQ15001（プライバシーマーク）
第６条（管理技術者等）
本業務の実施するにあたり、森林資源量調査及び解析、森林クラウド導入に係る業務の豊富な実務実績を持つ者で、以下の資格を有する者を配置するものとする。
なお受注者は、契約時に各技術者の氏名、資格証明書及び雇用証明（保険証等の写し）を発注者に提出するものとする。
（１）管理技術者
技術士（森林部門）かつ空間情報総括監理技術者の有資格者であり、同種業務の履行実績を有する者。
（２）照査技術者
技術士（総合技術監理部門／森林部門）の有資格者であり、同種業務の履行実績を有する者。
（３）担当技術者
森林情報士または測量士等の有資格者であり、同種業務の履行実績を有する者。
※同種業務の定義
デジタルオルソ画像及び航空レーザ測量成果を用いた森林資源量解析を実施した業務
第７条（貸与資料）
契約締結後、発注者は、本業務に必要な資料及びデータを受注者に貸与するものとする。
２　発注者が受注者に貸与する電子データのうち、個人情報にかかわるものについては、紛失や漏えいを避けるために、地方公共団体情報システム機構が運営するLGWAN（総合行政ネットワーク）を用いてデータの授受を行うため、本業務を着手する時点で、受注者はLGWANを利用可能な環境を構築しているものとする。
３　受注者は、破損・紛失・盗難などの事故がないように貸与資料を管理し、本業務の完了後は速やかに返却するものとする。なお、貸与品は以下のとおりとする。
（１）森林基本図データ
（２）林小班データ
（３）航空レーザ計測データ（地盤高データ（DEM）、計測密度2ｍ）
※発注者から国土交通省国土地理院へ使用申請を行う。
（４）森林簿データ（mdb形式またはCSV形式）
（５）地籍データ
（６）林道データ
（７）既存調査データ（毎木調査、森林資源量調査、獣害状況調査など）
（８）その他本業務に必要な資料
第８条（諸事故の処理）
本業務の実施期間中に生じた事故や第三者に与えた損害は、受注者の責任において解決するものとし、発注者に発生原因・経過・内容を速やかに報告するものとする。
第９条（現地への立入り）
現地調査等が発生した場合は、作業班の内一人は必ず自己の身分証明書を携帯して業務に当たるものとする。なお、身分証明書の発行については、発注者と協議し、決定するものとする。
２　身分証明書は、土地等の所有者及びその他関係者などから請求があった場合には、これを掲示するものとし、身分証明書の内容については、発注者の委託業務である旨を記載するものとする。
３　受注者は、業務が完了した場合または契約が解除された場合等、身分証明書が不要になった際には、遅滞なく発注者に返却するものとする。
第10条（検査）
受注者は、本業務の完了後、速やかに所定の成果品を提出し、主任技術者立会いの上、検査を受けるものとする。
第11条（瑕疵担保責任）
本業務の完了後、納入成果品に不良個所が発見された場合には、納品時から１年間は、受注者の責任において無償で修正を実施するものとする。
第12条（成果品の帰属）
本業務において作成された成果品の版権は、発注者に帰属するものとし、受注者は、発注者の許可なく使用してはならない。
第13条（履行期限及び納入場所）
本業務の履行期限及び成果品の納入場所は、下記のとおりとする。
（１）履行期限　契約締結の翌日から平成30年3月10日まで
（２）納入場所　仁淀川町産業建設課
越知町建設課
第２章　業務概要
第14条（業務概要）
　本業務の概要及び数量は、以下の通りとする。
（１）仁淀川町　　※参考　森林面積　258.61ｋ㎡　　人工林面積　189.45ｋ㎡
①計画準備





1式
②資料収集・整理





1式
③林相区分図の作成
　　　　画像分類による予備分類
　　　

　　　　　98.61ｋ㎡（森林面積に対する）
　　　　林相区分




　49.45ｋ㎡（人工林面積に対する）
　　　④地形解析等
　　　　等高線図





1式
　　　　微地形図





1式
　　　　傾斜区分図





1式
　　　⑤データ取りまとめ




1式
　　　⑥システム用データセットアップ



1式
　　　⑦報告書作成





1式
　　　⑧打合せ協議





1式
（２）越知町　　　※参考　森林面積　93.96ｋ㎡　　人工林面積　61.16ｋ㎡
①計画準備





1式
②資料収集・整理





1式
③林相区分図の作成
　　　　画像分類による予備分類
　　　

　　　　　33.96ｋ㎡（森林面積に対する）
　　　　林相区分




　15.16ｋ㎡（人工林面積に対する）
　　　④地形解析等
　　　　等高線図





1式
　　　　微地形図





1式
　　　　傾斜区分図





1式
　　　⑤データ取りまとめ




1式
　　　⑥システム用データセットアップ



1式
　　　⑦報告書作成





1式
　　　⑧打合せ協議





1式
第３章 業務内容
第15条（計画準備）
計画準備は、本業務について合理的かつ能率的な工程別の作業計画を立案するものとする。立案するにあたり、業務実施方法、実施基準、実施要領を定め、業務工程表及び業務実施計画書を作成し、発注者の承認を得るものとする。
なお、作業及び成果品は、前章の業務概要に記載した項目について仁淀川町及び越知町各々で実施するものとする。
第16条（資料収集整理）
資料収集整理は、第7条に記載の各種資料を収集するとともに、本業務で効率良く利用できるように整理するものとし、収集した資料を複製するにあたっては、発注者の承認を得るものとする。
　なお、森林資源量の解析にあたり、必要となるデジタルオルソ画像を調達するものとする。調達するデジタルオルソ画像については、以下の条件を満たすものとする。
（１）平成27年8月～10月にかけて撮影されたものであること。
（２）地上解像度16ｃｍを確保された撮影成果であること。
（３）撮影精度は地図情報レベル1000であること。
（４）50ｃｍDSMが作成されたものであること。
第17条（林相区分図の作成）
　林相区分図の作成は、以下の内容により実施するものとする。
（１）画像分類による予備分類
航空レーザ測量成果及びデジタルオルソ画像を用い、画像内で同じ特徴を（色の特性及びパターン等）を持つ領域を自動的に分割し、林相区分の予備分類を行うものとする。分類の区分はスギ、ヒノキ、マツ、その他針葉樹、広葉樹、竹林、草地、伐採跡地、採石（土）地、崩壊地、内水面（ダム湖、河川など）、その他（上記以外）とする。
（２）林相区分
予備分類の結果のうち、人工林の範囲を対象に目視判読を行い、細部の区分を行うものとする。
判読結果は林相区分図として取りまとめるものとする。なお、林相区分の線種、ハッチ、色等の表現方法については、発注者と協議の上、決定するものとする。
第18条（地形解析等）
地形解析等は、以下の内容により実施するものとする。
（１）等高線図
　　航空レーザ計測成果を用い、1ｍ間隔の等高線データ（Shape形式）を作成するものとする。
（２）微地形図
　　航空レーザ測量成果を用い、詳細な地形情報を表現した微地形図を作成するものとする。微地形図の種類は、作成仕様が公開されているもの（CS立体図等）を採用し、ラスタ形式で作成するものとする。
（３）傾斜区分図
　　航空レーザ測量成果を用い、対象地の傾斜を0 度以上15 度未満、15 度以上20 度未満、20 度以上30 度未満、30 度以上に区分し、傾斜区分データを作成するものとする。傾斜区分図はラスターデータで作成するものとする。
第19条（データ取りまとめ）
　データ取りまとめは、前条までに作成されたデータから導入予定の三次元表示システムへ格納できるよう各種データの取りまとめを行うものとする。
第20条（システム用データセットアップ）
　システム用データセットアップは、前条で取りまとめたデータ、デジタルオルソ画像（DSM含む）及び航空レーザ計測データを導入予定の三次元表示システムへセットアップを行うものとする。
第21条（報告書作成）
報告書作成は、業務内容の経緯や決定事項等の流れについて、できるだけ具体的に、分かり易く実施結果を取りまとめるものとする。
第22条（打合せ協議）
打合せ協議は、業務着手時、中間1回、成果物納入時の計3回を基本とするが、業務を遂行する上で
必要と判断した場合は、その都度、発注者と受注者が協議を行い、業務を円滑に進めるものとする。
第４章　納入成果品
第23条（成果品）
本業務における成果品は以下の通りとし、各町へ納品するものとする。なお、電子媒体によるデータについては、全てウイルス対策ソフトにて検収後、納品するものとする。
（１）業務報告書（正・副）


　　　各2部
（２）打合せ記録簿（業務報告書に格納）



1式
（３）各種データ



1式
①林相区分図（shape及びPDF形式）
②等高線図（shape形式）
③微地形図（tiff及びPDF形式）
④傾斜区分図（tiff及びPDF形式）
（４）上記（１）～（３）の電子媒体



1式
（５）三次元表示システム



1式
（６）その他提案による成果など



1式
